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２０２１年度労働政策課主要事業の概要 

雇用の促進と労働福祉の充実 
１ いばらき就職支援センター事業 

  若年者をはじめとする就職希望者に対して、就職相談から職

業紹介までの一貫したサービスを提供するとともに、各センタ

ーから遠距離の地域における出張相談を実施しています。 

  また、離職された方の再就職支援、若年者の正規雇用支援、

女性・中高年齢者の再就職支援及び新規立地企業や地域の中小

企業に対する人材確保支援を行っています。 
水戸市三の丸1-7-41(祝日・年末年始は休業)  

○就職支援 (平日9:00-19:00、第2･4土9:00-16:00） 

     TEL 029-300-1916  ※職業紹介は 

029-300-1715       平日9:00-16:00のみ 

   ○労働相談 (平日9:00-19:00、第2･4土9:00-15:00） 

     TEL 029-233-1560 

   

２ ＵＩＪターン・地元定着支援強化事業 
人材確保に向けてＵＩＪターンと地元就職の取組を実施するこ

とにより、新卒者はもとより、広く、県内への転職者、移住希

望者を掘り起こし、東京圏等からの人材還流と地元定着を促進

します。 
 

３ 茨城就職チャレンジナビ事業 

  茨城県の求人マッチングサイトの運営により、就職情報の不

足によるミスマッチを解消し、多様なニーズに応じた就職を円

滑に支援します。 

 

４ 大卒等就職面接会開催事業 

  大学等卒業予定者の就職機会の拡大と県内企業の人材確保

を図るため、「チャレンジいばらき就職面接会」を開催します。

前期（６、７月）４会場、後期（10月）２会場で実施予定です。 
 

５ 高年齢者労働能力活用事業 

 働く意志と能力を持った高年齢者に対して就業機会を提供す

るシルバー人材センター連合会の運営費の一部を助成します。 
 

６ 障害者就職面接会開催事業 

  事業者への障害者雇用の理解を深め、障害者の就職機会の

拡充を図ります。前期（9月）5会場、後期（2月）4会場で実

施予定です。 

 

７ プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 
県内中小企業の成長や経営改善を図るため、高度なスキルを

持った人材について、転職・副業等の多様な形態による県内企

業とのマッチングを支援します。 

 

８ 緊急生活支援融資資金貸付制度 
失業者や勤労者に対する緊急生活支援対策として、生活資金

を中央労働金庫と協調して低利で貸し付けます。 

 (1) 失業者等生活資金融資制度 

   県内にお住まいの勤労者が、失業したり、給料の遅配を

受けたりした場合に、日常生活に必要な生活資金をお貸し

します。  （貸付限度額50万円、利率1.2％） 

 (2) 勤労者生活資金融資制度 

   県内にお住まい又は勤務する方に、冠婚葬祭、病気によ

る入院、子どもの学校入学、災害等のために必要な生活資

金をお貸しします。（貸付限度額100万円、利率1.6％） 

９ 育児休業・介護休業者生活資金貸付制度 
 茨城県内にお住まいの勤労者が、育児休業や介護休業を取得

した場合、休業期間中の生活に必要な資金をお貸しします。 

（貸付限度額100万円、利率1.5％） 

※8・9の貸付制度についてのお問い合わせは 

  中央労働金庫 茨城県本部 TEL 029-221-4181 

  または中央労働金庫県内各支店へ 

 

10 働き方改革・生産性向上促進事業 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、健康で豊かな生

活ができるよう、ワーク・ライフ・バランス社会の実現に向け

て、働き方改革・生産性向上の取組を促進します。 

(1) 経営者の意識改革 

いばらき働き方改革推進協議会主催のセミナーを開

催し、先進企業の講演により経営者の意識改革や気付き

につなげます。 

(2) 企業等に対する普及啓発・取組促進 

    「いばらき働き方改革推進協議会」を運営するとと

もに、8、11 月を「いばらき働き方改革推進月間」と定

め、企業の自主的な取組を促進します。 

また、ワーク・ライフ・バランス等の働き方改革の

取組が総合的に優れた企業を認定することで、働き方

改革に取り組む企業が、人材を獲得しやすい環境を整

備してまいります。 

 

11 障害者雇用促進事業 
障害者雇用に積極的に取り組む企業等と「茨城県障害者雇用

優良企業」として認定し、認証マークを交付するなど啓発事業

を通して県民の理解促進を図るとともに、障害者の方々に就労

するうえでの有益な情報を提供することにより、障害者の就労

を支援します。 

 

12 外国人材活躍促進事業 
  本県産業を支える優秀な人材の確保、及び県内企業の人手不

足解消のため、「特定技能」や「技術・人文知識・国際業務」な

どの在留資格制度に関するセミナーの開催や、就職を希望する

外国人と県内企業の就職マッチングを行うことで、継続的かつ

安定的に人材・労働力を確保します。 

 

13 女性活躍推進事業 
  女性活躍に積極的に取り組む企業の表彰や企業内で相談への

助言を行う「メンター」の養成・制度導入を支援する研修会の

開催、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を支

援するためのアドバイザー派遣等を実施します。 
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職業能力の開発・人材の育成

 
 
１ 新規学卒者訓練事業 
  高等学校等新規学卒者を対象に、 県立産業技術短期大学

校において、高度なＩＴ技術者を育成するとともに、県立
産業技術専門学院において、ものづくりなどの技能人材を
育成します。 

 (1) 県立産業技術短期大学校 
    情報システム科、情報処理科の 2コース 

（定員：120 名、訓練期間：2年） 
～2019 年度から情報処理科の入学定員を倍増！～ 

 (2) 県立産業技術専門学院 
   自動車整備科、電気工事科、金属加工科、機械システム

科等延べ 11 コース 
（定員：365 名、訓練期間：1～2年） 

 
２ 離職者等訓練事業 

離職者等の早期就職を促進するため、ハローワーク等と
の連携を図りながら、学院施設内のほか、民間の活用等に
より就職のために必要な知識・技能を習得する訓練を行い
ます。 

  (1) 施設内訓練（産業技術専門学院で実施） 
      生産ＣＡＤ科、ＩＴ技術科、金属加工科 3 コース 

（定員：50 名、訓練期間：1年） 
  (2) 委託訓練（民間教育訓練機関等へ委託） 
   ＯＡシステム科、介護福祉科、介護サービス科、フォー

クリフト運転技能科等 93 コース 
（定員：1,524 名、訓練期間：1か月～2年） 

 
３ 在職者訓練事業・いばらき名匠塾事業 

中小企業在職者の能力向上を図るため、企業ニーズに基
づき、技能向上、IT 技術、オーダーメイド等実践的な訓練
コース（土日、夜間も実施）の実施や中堅者への技能継承
の促進を図るため、ベテラン技能者が培ってきた技能を伝
承するための講座を開催します。 

 (1)在職者訓練事業 
  ・技能向上コース（電気工事士、溶接等） 

39 コース、定員 690 名 
  ・ＩＴコース（ＣＡＤ、ＯＡシステム等) 

    26 コース、定員 350 名 
  ・オーダーメイド型コース（個別相談により訓練内容を決定） 

29 コース、定員 320 名 
  ・技能ブラッシュアップコース 

（技能検定 1･2 級の技能習得を目指す少人数・長時間のコース） 
         1 コース、定員   8 名 

 
 (2)いばらき名匠塾事業 
  ・講座内容：旋盤コース、電子機器組立コースなど 
  ・対 象 者：中小企業で働く中堅青年技能者 
        （概ね 20 歳代から 30 歳代） 
  ・定 員 等：各コース 5名以内（各学院でコース実施） 

 
４ ものづくり振興・人材育成事業 

  優れた技能者を『ものづくりマイスター』として認定し、
地位向上を図るとともに、企業での OJT や、学校教育・社
会教育などにおいて積極的に活用を図るとともに、高校生
を対象としたジュニア技能インターンシップ事業を実施し
ます。 
※ ものづくりマイスター：優れた技能を有し、技能の維持・継承や人材育成のできる者 

 
 
 
 
 
 

 
 
５ デュアルシステム事業 

  実践的な職業能力の習得が必要な求職者を対象とした、

座学による教育訓練と企業実習を組み合わせた訓練を行

います。 

・専門学校等に委託し、ＯＡシステム科、介護サービス・

介護事務科等 7 コース 

（定員：140 名、訓練期間：3 ヶ月又は、4 ヶ月） 

 

 
６ 障害者に対する職業能力開発事業 
(1) 知的障害者職業能力開発事業 

   水戸産業技術専門学院において、知的障害者を対象に職
業訓練を行います。 
・総合実務科 
（定員：20 名(前・後期各 10名)、訓練期間：6ヶ月） 

  (2) 障害者委託訓練事業 
民間教育機関等に委託して、障害者を対象に職業 

訓練を行います。 
  ・知識・技能習得訓練コース（定員：20名、訓練期間：3ヶ月） 
  ・実践能力習得訓練コース（定員：1名～、訓練期間：1ヶ月） 

 

７ 茨城県職業人材育成センター運営事業 
  企業等に対する職業能力開発の拠点及び技能検定会場

等、能力評価の振興を図る拠点として運営します。 
  ・名 称：茨城県職業人材育成センター 
  ・所在地：水戸市水府町 864-4 
  ・用 途：技能検定会場、県が行う職業訓練等 

 

 
 

 

【お問い合わせ】 
茨城県産業戦略部 労働政策課 
〒310-8555 茨城県水戸市笠原町 978-6 
TEL：029-301-3653・3656 
http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/

shokorodo/rosei/index.html 
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 茨城県では、すべての労働者が働きやすい環境づくりに向けて、「働き方改革」に積

極的に取り組む企業、取組が優れた企業を認定する制度を創設しております。 

ワーク・ライフ・バランスや女性活躍などの働き方改革に取り組む企業が、人材を確

保しやすい環境となるよう支援します。認定の流れや申請方法など、詳細は県労働政策

課ホームページをご覧ください。 

優良企業の認定を受けて、会社の魅力を広くアピールしましょう。 

 

 

 

働き方改革優良企業認定制度のご案内 

●茨城県の求人情報サイトの特集ページに「働き方改革優良企業」として掲載され、 
貴貴社社のの魅魅力力をを県県内内外外にに広広くくアアピピーールルできます。 

●働き方優良認定企業であることをホームページや採用ページ、求人票等で積極的に 
アピールいただくことで、人人材材確確保保・・人人材材定定着着のの促促進進が期待できます。 

認定のメリット 

問い合わせ先 

茨城県産業戦略部労働政策課 労働経済・福祉グループ 

電話：０２９－３０１－３６３５ FAX：０２９－３０１－３６４９ 

E-mail:rosei1@pref.ibaraki.lg.jp 

ＨＰ：http://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/rodo/wlb/wlbtop.html 

茨城県 働き方改革 で検索！ 
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いばらき労働相談センター出張相談会のご案内 

 

●新型コロナウイルス感染拡大の影響による賃金や休業手当の不払い、一方的な解雇や配置転換、パ

ワーハラスメント、職場でのいじめなどといったトラブルで悩んでいませんか。 

●いばらき労働相談センターでは、職場のトラブルや労使問題でお困りの方のために、専門の相談員に

よる相談や情報提供を通じて問題解決のお手伝いをしています。 

●ご相談方法は、電話のほか、面談、メールでの相談も受け付けております。 

※メールでのご相談の場合には、折り返しのお電話をさせていただきますので、電話番号の記載を

お願いいたします。秘密は厳守いたしますので、一人で悩まずに、ぜひご相談ください。 

●なお、各地区就職支援センター内での出張面談についても、日程調整のうえ行っておりますので、セ

ンター（029-233-1560）へご連絡ください。 

●また、出張相談会を以下の日程で行いますので、まずはお電話にてセンター（029-233-1560）あて

お問い合わせください（事前にご予約された方優先。事前予約がない方も、当日の相談は可能）。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日にち 会 場 

5 月 13 日(木) 筑西市役所 本庁舎４階 401 会議室 

5 月 18 日(火) つくば市役所  本庁舎３階会議室 302 

6 月 10 日(木) 鹿嶋勤労文化会館 会議室１ 

6 月 24日(木) つくば市役所  コミュニティ棟３階会議室Ｂ 

7 月 7 日(水) 県南生涯学習センター（土浦市） 小講座室４ 

7 月 15 日(木) つくば市役所  コミュニティ棟３階会議室Ｂ 

7 月 29 日(木) 日立市役所   本庁舎５階 502 会議室 

8 月 12 日(木) 筑西市役所   本庁舎３階 303 会議室 

8 月 19 日(木) つくば市役所  本庁舎３階会議室 302 

9 月 9 日(木) 鹿嶋勤労文化会館 会議室１ 

9 月 16 日(木) つくば市役所  コミュニティ棟３階会議室Ｂ 

※相談無料・秘密厳守 

・相 談 窓 口 

・開 設 日 時 

・場    所 

・電 話 番 号 

・メールアドレス 

・主な相談内容 

月曜日 ～ 金曜日：9:00～19:00（相談受付は 18:30 まで） 

第２・第４土曜日：9:00～15:00（相談受付は 14:30 まで） 

※第１・第３土曜日、日曜日、祝日、年末年始は休業 

 
水戸市三の丸１－７－４１ いばらき就職支援センター２階 

０２９－２３３－１５６０ 

rodosodan@pref.ibaraki.lg.jp 

労働条件、採用、解雇・配置転換、賃金不払い、職場でのいじめ、パワハラ等 

・令和３年度上半期 出張相談会の開催スケジュール 【相談時間：各日 10 時から 16 時】 
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セミナー・交流会・インターンシップの開催時期・開催方法につきましては、 

決まり次第お知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆事業の内容◆ 

大好きいばらきＵＩＪターン・定着応援“くらぶ”の運営 

  ・県や県内外の大学、経済団体等が構成員となり、ＵＩＪターンと地元定着に向けた推進 

体制を構築 

 ・県主催の就職面接会や県内企業の就職情報の提供、大学や学生のニーズ把握 

 

 

大好きいばらきインターンシップ促進事業 

 ・県内企業の魅力をアピールするインターンシップを実施し、ＵＩＪターンの契機をつくる。 

 ・参加対象：主に県外及び県内の大学在学３ 

 
UIJターン・地元定着支援強化事業 

◆事業の目的◆ 
本県産業を担う人材の確保・定着を図るため、県内外の大学及び経済団体と連携し、大学訪問、各

種セミナー、交流会、インターンシップ等を実施することで、学生の本県へのUIJターン就職及び地元定

着を促進する。 

 
 

◆事業の内容◆ 

＜大好きいばらき就職応援くらぶの運営＞ 

○県と県内外の大学、経済団体等が構成員となり、ＵＩＪターンと地元定着に向けた推進体制を構築 

〇大学訪問、大学での就職セミナー及び企業セミナーの実施 

〇大学と企業の交流会、意見交換会の実施 

○県主催の就職面接会や県内企業の就職情報の提供、大学や学生のニーズ把握 

 

＜企業の採用力強化支援事業＞ 

〇本県に就労場所を有する企業の採用担当者等を対象に、採用戦略の改善・PR 力強化のための実践

型セミナーを実施。今年度は採用活動のオンライン化等の連続講座を予定しています。第 1回講座は 

６月１８日（金）開催予定。 

＜インターンシップ「いばらきプログラム」＞ 

〇本県企業の魅力や県内で働くことのメリットを体験してもらうための、特色あるインターンシップを実施

し、ＵＩＪターンの契機をつくります。 参加対象 : 県内及び県外の大学生 

＊経営者の想いに触れるリアルな体験ができる経営者随行型インターンシップ 

＊インターンシップ参加事前面談で、将来についての考えや応募動機の確認などを実施し、有意義な 

インターンシップとなるようサポートします！ 

 

＜求人マッチングサイトの運営＞ 

○茨城県の求人マッチングサイトの運営により、就職情報の不足によるミスマッチを解消し、多様なニー

ズに応じた就職を円滑に支援します。 
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～ 茨城県外国人材支援センターのご案内～ 
 

 

茨城県外国人材支援センターは、県内での就労を希望する外国人（留学生を含む）と県

内企業との就職マッチング支援、外国人材を雇用したい企業への各種支援、セミナーの開

催、専門家派遣などの支援を行っています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県外国人材支援センターにご相談ください！ 
 

【所在地】 

  水戸市千波町後川 745 ザ・ヒロサワ・シティ会館 分館 1 階 

   

【受付時間】 

  平日 9 時 00 分～17 時 00 分（土日祝祭日及び年末年始を除く） 

   

【連絡先】 

電話番号：029-239-3304  E-mail ：info@ifc.ibaraki.jp 

 

【外国人材支援センターホームページ】 

https://ifc.ibaraki.jp/ 

 

【支援内容】 

・アドバイザーによる相談対応、介護分野の専門相談の実施 

・特定技能として就労希望の外国人材と県内企業の就職マッチング  

・企業向け各種支援セミナーの実施 

・外国人材向け日本語学習 e ラーニングシステムの提供 

・外国人材からの生活全般に関する相談 

 ※（生活相談は（公財）茨城県国際交流協会「外国人相談センター」で受付） 

   受付時間：平日 8 時 30 分～17 時 00 分（土日祝祭日及び年末年始を除く） 

   電話番号：029-244-3811 

 

【お問合せ】 

茨城県産業戦略部労働政策課雇用促進対策室（029-301-3645） 

外国人採用でこんなお悩みありませんか？ 

・外国人材を雇用したい       ・特定技能制度を活用したい 

 

・雇用のミスマッチングを避けたい  ・求人情報の掲載、求職者情報の閲覧 

 

・外国人材の定着支援を受けたい   ・行政書士の支援を受けたい 
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　茨城県では、企業、関係団体、行政が一体
となって男女が多様な働き方を実現できる環境
づくりを進めています。
　女性はもちろん男性もいきいきと働き、とも
に活躍する活力ある茨城の実現をめざし
「いばらき女性活躍推進会議」を設立しました。
　推進会議では、この会議の設立趣旨に賛同
していただける企業を募集しています。

〇 企業が抱える女性活躍推進についての課題解決のヒントとなる

　 各種講演会、研修会 等についてご案内いたします。

〇 会議のロゴマークを活用することでイメージアップにつながります。

〇 県の建設工事入札参加資格審査において加点されます。

〇 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定を支援します。

いばらき女性活躍推進会議
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FAX　029-301-3649　　☎　029-301-3635　　E-Mail　r o se i 1@p re f . i b a r a k i . l g . j p

　いばらき女性活躍推進会議では、設立趣旨をご理解いただき本会にご参加いただける会員を募集
しております。
　趣旨に賛同し、加入を希望される方は、本書に必要事項をご記入のうえ、ＦＡＸまたはメールにて、
下記の事務局にお送りください。

※１　記入された内容（所在地、担当者名、連絡先は除く）は、原則としてＨＰ上に公開します。
※２　記入された内容について、事務局より確認のお電話をさせていただくことがございます。
※３　「見える化」項目については、最新の情報を年に１回ご報告ください。

■企業情報および個人情報の取扱について
　※本申込書に記載いただく企業情報および個人情報につきましては、公表する項目を除き、本会議に関するご連絡等に
　　使用し、ご本人の承諾がない限り、その他の目的以外の使用・事務局以外の第三者への提供をすることはありません。

※この様式は、茨城県労働政策課のホームページから、ダウンロードすることもできます。

いばらき女性活躍推進会議事務局（茨城県産業戦略部労働政策課　茨城県水戸市笠原町９７８－６）
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～ 茨城で働こう！君にぴったりの会社がここにある！～ 
 

 

 

 

  

 シニア向けの合同就職面接会を土浦市で開催します。 

 現在、求人企業の参加募集中（５月１０日～２１日まで）です。HP よりお申し込みください、 

  

記 

 

  １ 開催日時   令和３年７月２９日（木曜日） 

13：30～15：30（受付 13：00～） 

  ２ 会場     土浦合同庁舎大会議室 

           （土浦市真鍋５－１７－２６） 

  ３ 対象求職者  概ね 50 歳以上の中高年及びシニアの方 

 ４ 参加事業所  県内に本社又は就業場所がある事業所 約１５社予定 

  ５ 詳細     県のホームページで情報を公開しますのでご確認ください。 

            

 

【問い合わせ先】 

    ○茨城県産業戦略部 労働政策課 雇用促進対策室  

℡：029-301-3645 

参加費無料 

事前申込不要 
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～ 茨城で働こう！君にぴったりの会社がここにある！～ 
 

 

 

【対象者】  令和４年３月大学院・大学・短大・専修学校等卒業予定者及び既卒未就職者 

 開 催 日 場 所 参 加 企 業 数 

水戸会場 

（１日目） 
６月２８日（月曜日） 

県水戸合同庁舎 

水戸市柵町１－３－１ 

４０社 

（午前・午後各２０社） 

水戸会場 

（２日目） 
７月１５日（木曜日） 

ホテルレイクビュー水戸 

水戸市宮町１－６－１ 

８０社 

（午前・午後各４０社） 

土浦会場 

（1 日目） 
７月１日（木曜日） 

ホテルマロウド筑波 

土浦市城北町２－２４ 

６０社 

（午前・午後各３０社） 

土浦会場 

（２日目） 
７月２日（金曜日） 

県南生涯学習センター 

土浦市大和町 9-1 

６０社 

（午前・午後各３０社） 

※お申込方法など詳しくは労働政策課ホームページをご覧ください。 

https://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/rodo/challenge_ibaraki_mensetsukai/r3_kigyou 

_setsumei_zenki.htm 

※新型コロナウイルス感染症の感染状況によっては、開催内容等が変更になる場合があります。 

【お問い合わせ】茨城県産業戦略部労働政策課雇用促進対策室  

TEL ０２９－３０１－３６４５ 

 

参加費無料 

要事前申込 
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【訓練概要】

○委 託 料 県から御社へ委託料をお支払いします。

〔金額〕 訓練受講生１人当たり 上限月額 ６６,０００円（税込）

（※）中小企業の場合は 上限月額 ９９,０００円（税込）

○訓練期間 １カ月 （訓練の標準時間100時間/月）

○訓練人数 １名から実施可

○募集期間 随時募集

○訓練科目 訓練受講生・企業等のご要望に応じた訓練科目を設定

○そ の 他 訓練であるため、訓練受講生に対する賃金等の支払いは不要です。

（※）中小企業の要件はお問い合わせください。

企業・事業所の皆様へ

～障害者向けハロートレーニング（公共職業訓練）～

障害者の職業訓練にご協力いただける

企業、事業所等を募集しております

県では、企業等に委託し、求職中の障害者向けの職業訓練「実践能力習得訓練コース」を実施

しております。

この訓練コースは、企業等の職場を活用して実施するもので、実際の仕事を教えていただくこと

で就労に必要となる実践的な知識・技能を障害者に身に付けていただく内容となっております。

県に配置する「障害者職業訓練コーディネーター」が、訓練科目設定のご相談から訓練修了ま

で、継続して訓練受講生と委託先企業等をサポートします。

一般就労を希望する障害者に対する支援策であるとともに、企業等に対しては訓練中の

指導を通じて障害者雇用に対する不安を取り除いていただくための支援策でもあります

ので、障害者雇用を検討されている企業等の皆様に積極的にご活用いただきたい訓練

コースです。

随時募集中

茨城県

【問い合わせ先】
茨城県 産業戦略部 労働政策課 技能振興グループ

電話：０２９－３０１－３６５６（直通）
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令和３年度茨城労働局労働行政運営方針 
茨城労働局は、今般「令和３年度茨城労働局行政運営方針」（以下「運営方針」という。）

を策定しました。「運営方針」の概要は以下のとおりです。 

第１章 「新たな日常」の下での雇用維持・就職支援 

（１）雇用調整助成金等の活用による雇用の維持・継続の支援 

雇用調整助成金、緊急雇用安定助成金については引き続き休業のほか、教育訓練、出

向を通じて雇用維持に取り組む事業主を支援するため、助成金センターにおける事務処

理の一元化により、迅速かつ適正な支給処理に努める。 

（２）業種・地域・職種を超えた再就職等の促進 

    ハローワークにおいて労働市場の状況や産業構造の変化を踏まえたニーズの高い職種、雇用

吸収力の高い分野への再就職を推進するため、積極的な求人開拓を実施するとともに、求人の

充足に向けて求職者が応募しやすい求人内容の設定や求人条件の緩和等の助言をきめ細かく

行うなど、求人者・求職者双方のサービスの充実を図る。 

（３）派遣労働者など非正規雇用労働者の再就職支援、新規学卒者への就職支援 

    不安定な雇用形態の労働者に対して、ハローワークの就職支援ナビゲーターが、担当者制に

より求職者の個々の状況に応じた体系的かつ計画的な一貫した就職支援の強化を図る。 

第２章 安全・安心で健康に働くことができる職場づくり 

（１）職場における感染防止対策等の推進 

    「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト」等を活用した、

職場における感染防止対策について、取組を推進する。 

（２）長時間労働の抑制に向けた監督指導等 

長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害を防止するため、長時間労働が疑われ

る、また、過労死等労災請求が行われた事業場に対して監督指導行うとともに、企業名

公表制度に基づく取組を徹底する。 

（３）労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備 

労働災害が増加傾向にある第三次産業等について、安全推進者の配置などにより自主的な

安全衛生活動、介護労働者の腰痛予防対策等を推進する。 

（４）迅速かつ公正な労災保険の給付 

被災労働者等からの労災請求に対し、迅速かつ適正な事務処理に努める。特に、新型コロ

ナウイルス感染症に係る集団感染が発生した事業場が確認された場合等においては、必要に

応じ、事業場などに対し労働者への請求勧奨の実施について積極的に依頼を行う。 

（５）最低賃金引上げに向けた生産性向上等の支援 

経済動向及び地域の実情（新型コロナウイルス感染症による影響を含む。）などを踏まえつつ、

地方最低賃金審議会の円滑な運営を図る。 

 多様な人材の活躍促進 

（１）医療、介護、福祉、保育等分野への就職支援 

新型コロナウイルス感染症の影響による離職者の再就職や、従来より求人倍率が全国平均を

上回っている茨城局内の介護分野における人材確保を支援するため、ハローワーク、訓練機
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関及び福祉人材センターの連携強化による就職支援、介護分野向け訓練枠の拡充、訓練へ

の職場見学・職場体験の組み込み、訓練委託費等の上乗せ等を実施する。 

（２）就職氷河期世代活躍促進プランの実施 

   不安定な就労状態にある方一人ひとりが置かれている複雑な課題・状況を踏まえ、専門担当

者によるチームを結成し、個別の支援計画に基づき、キャリアコンサルティング、生活設計面の

相談、必要な能力開発施策へのあっせん、求職者の適性・能力等を踏まえた求人開拓、就職

後の定着支援などを計画的かつ総合的に実施する。 

（３）生活困窮者・生活保護受給者への就職支援 

生活保護受給者・生活困窮者等の就労支援については、「つなぐハローワーク」（水戸市、日

立市、古河市）の運営や福祉事務所等へのハローワークの就職支援ナビゲーターによる巡回

相談や就職後の職場定着支援等により、福祉施策と雇用対策を一体的に実施する。 

（４）高年齢者雇用対策の推進 

   ６５歳以上の再就職支援に重点的に取り組むため県内１０か所の「生涯現役支援窓口」にお

いて、高齢者のニーズ等を踏まえた職業生活の再設計にかかる支援や支援チームによる効果

的なマッチングを実施する。 

（５）障害者の就労促進 

ハローワークと地域の関係機関が連携し特に障害者の雇用経験や雇用ノウハウが不足して

いる障害者ゼロ企業に対して、採用準備の段階から採用後の職場定着まで一貫したチーム支

援等を実施する。 

（６）派遣労働者の雇用の安定等 

   同一組織単位に継続して１年以上派遣就業することが見込まれる派遣労働者について、労

働者派遣法第３０条に基づく雇用安定措置が適正に講じられているか、厳正な指導監督を実

施する。 

 誰もが働きやすい労働環境の整備 

（１）中小企業・小規模事業者への働き方改革支援 

パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収等を実施することにより、法の確実な履行確

保を図る。 

（２）女性活躍、男性の育児休業取得等の推進 

新たに義務化される常時雇用する労働者数１０１人以上の事業主に対し、令和３年度中に行

動計画の策定・届出が行われるよう、行動計画の策定・届出について指導する。 

（３）総合的なハラスメント対策の推進 

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等の職場におけるハラスメントの撲滅に向けて、１

２月の「ハラスメント撲滅月間」を中心に、事業主向け説明会等による集中的な啓発活動を実施

する。 

【問い合わせ先】 
茨城労働局雇用環境・均等室 
〒310-8511 水戸市宮町 1-8-31 ☎０２９－２７７－８２９４ 
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労働保険の年度更新手続きはお早めに ＜受理相談会を開催いたします＞ 

令和３年度の労働保険の年度更新及び一般拠出金の申告手続きは、令和 3 年 6 月 1 日（火）から令和 3 年 7 月 12

日（月）までが申告期間となります。送付される「労働保険年度更新 申告書の書き方」等により申告書を作成さ

れ、期日までに申告手続きをお願いいたします。 

初めて年度更新手続きをされる方、申告書作成の上でご不明な点のある方などのために、各労働基準監督署等で

は、下記のとおり受理相談会の開催を予定しております。新型コロナウイルス感染防止対策には万全を期しており

ますが、感染拡大防止の観点から、労働保険年度更新コールセンター（0800-555-6780）等による電話相談、電子申

請による手続きもご利用ください。 

 

令和３年度 労働保険年度更新申告書 受理相談会日程表 

お問合せ先は、茨城労働局 総務部 労働保険徴収室（029-224-6213）または最寄りの労働基準監督署まで 

（HP）https://jsite.mhlw.go.jp/ibaraki-roudoukyoku/home.html 

署別 月   日 時  間 会      場 

水 

戸 

7 月 8 日(木) 9:30～16:00 
常陸太田市商工会 大会議室 

（常陸太田市中城町 3210） 

7 月 8 日(木) 9:30～16:00 
常陸大宮市文化センター 会議室 

（常陸大宮市中富町 3135-6） 

7 月 8 日(木)・ 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 
茨城県産業会館 中会議室Ｂ 

（水戸市桜川 2-2-35） 

7 月 9 日(金) 10:00～16:00 
大子町中央公民館 第一研修室 

（久慈郡大子町池田 2669） 

7 月 12 日(月) 9:30～16:00 
ハローワーク笠間 会議室 

（笠間市石井 2026-1） 

日 

立 

7 月 8 日(木)・ 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 
日立労働基準監督署 会議室 

（日立市幸町 2-9-4） 

7 月 12 日(月) 9:30～15:30 
ハローワーク高萩 会議室 

（高萩市本町 4-8-5） 

土
浦 

7 月 7 日（水）・ 8 日(木)・ 9 日(金) 

・12 日(月) 
9:00～16:00 

土浦労働総合庁舎 ３階会議室 

（土浦市宍塚 1838） 

筑
西 7 月 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 

筑西労働基準監督署 １階会議室 

（筑西市下中山 581-2） 

古
河 7 月 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 

古河労働基準監督署 ２階会議室 

（古河市東 3-7-32） 

常
総 7 月 8 日(木)・ 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 

常総労働基準監督署 会議室 

（常総市水海道淵頭町 3114-4） 

龍
ケ
崎 

7 月 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 
龍ケ崎労働基準監督署 １階会議室 

（龍ケ崎市川原代町四区 6336-1） 

鹿
嶋 7 月 9 日(金)・ 12 日(月) 9:00～16:00 

鹿嶋労働基準監督署 屋外会議室  

（鹿嶋市宮中 1995-1） 
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特定の法人にかかる電子申請の義務化について 

 
    令和 2年 4月から特定の法人について電子申請が義務化されました。 

労働保険における義務化の対象となる手続には、継続事業（一括有期事業を含む。）

を行う事業主が提出する、年度更新に関する申告書（概算保険料申告書、確定保険

料申告書、一般拠出金申告書）、増加概算保険料申告書があります。 

      令和 3年度の年度更新においても、電子申請の義務化対象と思われる事業場には、

「電子申請対象」と印書した申告書が送付されますのでよろしくお願いいたします。 
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７ 
 

 

厚生労働省茨城労働局労働基準部健康安全課 

 

持続可能な安全管理 未来へつなぐ安全職場 

全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という基本理念の下、

「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の

定着を図ること」を目的に、一度も中断することなく続けられ、今年で94 回目を迎えます。 

この間、事業場では、労使が協調して労働災害防止対策を展開してきた結果、労働災害は

長期的には減少していますが、茨城県内における令和２年の労働災害（速報値）については、

死亡災害は18人で前年と比較して６人の減少を示しており、前年を下回る見込みですが、休

業４日以上の死傷災害は3,110人で前年と比較して144人、4.9％の増加を示しており、60歳

以上の労働者が占める割合は増加傾向にあります。 

また、本年は、「第13次労働災害防止計画」の４年目であることを踏まえ、高齢者が安心

して安全に働くことができる職場環境の改善が求められており、それぞれの事業場で一人の

被災者も出さないという理念の下、日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断の努

力が必要です。 

厚生労働省では、労働災害の減少を図るため、７月１日（木）から７日（水）までを 

「全国安全週間」、６月１日（火）から 30 日（水）までを準備期間としており、各事業場

では、この期間中に各職場の巡視や全国安全週間のスローガン、安全標語の掲示、労働安全

に関する講演会の開催、年間を通じた安全衛生計画の策定、安全衛生教育の実施などの取り

組みが実施されることとなりますが、その実施に当たっては、マスク着用、手指消毒、いわ

ゆる「３つの密」が同時に重なる場を避け、事業場の実態に即した実行可能な感染症拡大防

止対策を徹底しつつ、周知してくださいますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度「全国安全週間」を７月に実施！ 
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厚生労働省茨城労働局労働基準部健康安全課 

 

～死 傷 災 害 は 前 年 比 4 . 9 ％ 増 加～ 

茨城労働局（局長 下角 圭司）は、令和２年の茨城県内の労働災害発生状況（速報値）

を取りまとめました。 

 

○ 休業４日以上の死傷者数 ： ３，１１０人 

令和元年と比較して、144人（4.9％）の増加 

○  死亡者数 ： １８人 

令和元年と比較して、６人（25.0％）の減少 

 

１ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

県内の令和２年の休業４日以上の死傷者数は、3,110人（前年比144人、4.9％増加）

となり、長期的にみれば、昭和53年の5,389人をピークに着実に減少していますが、こ

こ数年は増減を繰り返しています。 

業種別にみると、製造業が833人（全体の26.8％）、次いで商業448人（同14.4％）、

陸上貨物運送事業407人（同13.1％）、保健衛生業361人（同11.6％）、の順となってお

り、この４業種で全体の６割を超えています。 

２ 死亡災害発生状況 

県内の令和２年の死亡災害は、前年と比較して６人減少の18人となり、業種別にみる

と、建設業及び清掃・と畜業で４人づつ（全体の22.2％）、製造業及び商業で２人づつ

（同11.1％）、陸上貨物運送事業及び農林業、畜産水産業、社会福祉施設で１人づつ（同

5.6％）その他で２人の順となっています。 

 

このような状況を踏まえ、令和３年度は、茨城労働局第 13 次労働災害防止推進計画の４

年目に当たり、同推進計画に基づき、労働災害の多発業種を中心とした災害防止対策を推進

するとともに、昨年発生した死亡災害 18 人のうち、６人（33.3％）を占める「交通労働災

害」、次に４人（22.2％）を占める「墜落・転落災害」、３人（16.7％）を占める「はさまれ・

巻き込まれ災害」の防止、高年齢労働者に対する労働災害の防止、外国人労働者に対し労働

者が内容を確実に理解できる方法による安全衛生教育の実施についても、重点として推進す

ることとしています。 

各事業場の皆さまにおかれましては、必ず作業前にリスクアセスメントを実施する等によ

り、事前対策を充実させ、関係者が一丸となった労働災害防止のための取り組みを強化して

くださいますようお願いいたします。  

令和２年 茨城県内の労働災害発生状況 
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区分

業種 構成比（％） 構成比（％） 増減数 増減率（％）

製 造 業 884 (11) 29.8 833 (2) 26.8 -51 -5.8

鉱 業 6 0.2 10 0.3 4 66.7

建 設 業 296 (8) 10.0 295 (4) 9.5 -1 -0.3
陸上貨物運送事業 375 (2) 12.6 407 (1) 13.1 32 8.5

農 林 業 46 1.6 78 (1) 2.5 32 69.6
畜 産 ・ 水 産 業 136 4.6 142 (1) 4.6 6 4.4

商 業 407 (2) 13.7 448 (2) 14.4 41 10.1
金 融 ・ 広 告 業 20 0.7 22 0.7 2 10.0

通 信 業 64 2.2 55 1.8 -9 -14.1
教 育 研 究 業 44 1.5 28 0.9 -16 -36.4
保 健 衛 生 業 232 7.8 361 (1) 11.6 129 55.6
接 客 娯 楽 業 201 (1) 6.8 158 5.1 -43 -21.4
清 掃 ・ と 畜 業 120 4.0 115 (4) 3.7 -5 -4.2

そ の 他 135 4.6 158 (2) 5.1 23 17.0

全産業（合計） 2,966 (24) 100.0 3,110 (18) 100.0 144 4.9
（　　）内は死亡者数で内数

死傷者数(人) 死傷者数(人)

≪令和２年の県内の労働災害発生状況≫
死傷災害（休業4日以上）発生状況

令和元年 令和２年
対前年比

(1月～12月) (1月～12月)
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厚生労働省 ハローワーク

事業主・労働者の皆さまへ

① 70歳までの定年引き上げ
②定年制の廃止

③ 70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入
※特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む

④ 70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 ⇒P２、３
⑤ 70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 ⇒P２、３

a.事業主が自ら実施する社会貢献事業
b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業

※ ④、⑤については過半数組合等の同意を得た上で、措置を導入する必要があります（労働者の
過半数を代表する労働組合がある場合にはその労働組合、そして労働者の過半数を代表する労働
組合がない場合には労働者の過半数を代表する者の同意が必要です。）。

※ ③～⑤では、事業主が講じる措置について、対象者を限定する基準を設けることができますが、
その場合は過半数労働組合等との同意を得ることが望ましいです。

※ 高年齢者雇用安定法における「社会貢献事業」とは、不特定かつ多数の者の利益に資することを目
的とした事業のことです。「社会貢献事業」に該当するかどうかは、事業の性質や内容等を勘案し
て個別に判断されることになります。

※ bの「出資（資金提供）等」には、出資（資金提供）のほか、事務スペースの提供等も含まれます。

＜対象となる事業主＞
・定年を65歳以上70歳未満に定めている事業主
・65歳までの継続雇用制度（70歳以上まで引き続き雇用する制度を除
く。）を導入している事業主

＜対象となる措置＞
次の①～⑤のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講じるよう努める

必要があります。

改正高年齢者雇用安定法が令和３年４月から施行されます

高年齢者就業確保措置について

６５歳までの雇用確保
（義務）

７０歳までの就業確保
（努力義務）

70歳までの就業確保措置を講じることが「努力義務」となったことに伴い、
再就職援助措置・多数離職届等の対象が追加されます。

管理番号：LL021030高01

24



高年齢者就業確保措置を講ずるに当たっての留意事項
（高年齢者就業確保措置の実施及び運用に関する指針）

・ 高年齢者就業確保措置のうち、いずれの措置を講ずるかについては、労使間で十分に協議を
行い、高年齢者のニーズに応じた措置を講じていただくことが望ましいです。
・ 複数の措置により、70歳までの就業機会を確保することも可能ですが、個々の高年齢者にい
ずれの措置を適用するかについては、個々の高年齢者の希望を聴取し、これを十分に尊重して
決定する必要があります。
・ 高年齢者就業確保措置は努力義務であることから、対象者を限定する基準を設けることも可
能ですが、その場合には過半数労働組合等との同意を得ることが望ましいです。
・ 高年齢者が従前と異なる業務等に従事する場合には、必要に応じて新たな業務に関する研修
や教育・訓練等を事前に実施することが望ましいです。

・ 対象者基準の内容は、原則として労使に委ねられるものですが、労使で十分に協議した上で
定められたものであっても、事業主が恣意的に高年齢者を排除しようとするなど、高齢者雇用
安定法の趣旨や他の労働関係法令に反するものや公序良俗に反するものは認められません。

全般的な留意事項

※70歳までの安定した就業機会の確保のため必要があると認められるときは、高年齢者雇用安定法に基づ
き、ハローワーク等の指導・助言の対象となる場合があります。

継続雇用制度の場合 創業支援等措置の場合

① 70歳までの就業の確保が努力義務となること
から、契約期間を定めるときには、70歳までは
契約更新ができる措置を講じ、むやみに短い契
約期間とすることがないように努めること。

② 70歳までの継続雇用制度は、特殊関係事業主
以外の他社により継続雇用を行うことも可能だ
が、その場合には自社と他社との間で、高年齢
者を継続して雇用することを約する契約を締結
する必要があること。

③ 他社で継続雇用する場合にも、可能な限り
個々の高年齢者のニーズや知識・経験・能力等
に応じた業務内容、労働条件とすることが望ま
しいこと。

① 高年齢者のニーズや知識・経験・能力を踏まえ
て、業務内容や高年齢者に支払う金銭等を決定す
ることが望ましい。

② 創業支援等措置により就業する高年齢者につい
て、同種の業務に労働者が従事する場合における
安全配慮義務をはじめとする労働関係法令による
保護の内容も勘案しつつ、事業主が適切な配慮を
行うことが望ましい。

③ 創業支援等措置により就業する高年齢者が被災
したことを当該措置を講ずる事業主が把握した場
合には、事業主が、高年齢者が被災した旨を主た
る事業所を所管するハローワークに届け出ること
が望ましい。

基準を設けて対象者を限定する場合

その他、講ずる措置別の留意事項

定年制度、継続雇用制度の見直しのための助成金があります。
◆◆ ６５歳超雇用推進助成金 ◆◆

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html

P1の③ P1の④⑤
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２の同意を得た計画を、次のいずれかの方法により労働者に周知する必要があります。

創業支援等措置を実施する場合には、以下の手続きを行う必要があります。

創業支援等措置を講ずる場合には、下記の事項を記載した計画を作成する必要があります。計画
を作成する際には次ページの留意事項にご留意ください。

⑴ 高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を
講ずる理由
⑵ 高年齢者が従事する業務の内容に関する事項
⑶ 高年齢者に支払う金銭に関する事項
⑷ 契約を締結する頻度に関する事項
⑸ 契約に係る納品に関する事項
⑹ 契約の変更に関する事項

⑺ 契約の終了に関する事項（契約の解除事由を含む）
⑻ 諸経費の取扱いに関する事項
⑼ 安全及び衛生に関する事項
⑽ 災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項
⑾ 社会貢献事業を実施する団体に関する事項
⑿ ⑴～⑾のほか、創業支援等措置の対象となる労働
者の全てに適用される事項

・常時当該事業所の見やすい場所に掲示するか、または備え付ける
・書面を労働者に交付する
・磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずるものに記録し、かつ、当該事業所に労働
者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置する（例：電子媒体に記録し、それを常
時モニター画面等で確認できるようにするなど）

創業支援等措置の実施に必要な措置について

１．計画を作成する

２．過半数労働組合等の同意を得る

※ 同意を得ようとする際には、過半数労働組合等に対して、（ア）労働関係法令が適用されない
働き方であること、（イ）そのために１の計画を定めること、（ウ）創業支援等措置を選択する
理由を十分に説明するようお願いします。

※ 創業支援等措置（P１の④⑤）と雇用の措置（P１の①～③）の両方を講じる場合は、雇用の措
置により努力義務を達成したことになるため、創業支援等措置に関して過半数労働組合等との同
意を必ずしも得る必要はありませんが、高年齢者雇用安定法の趣旨を考えると、両方の措置を講
ずる場合も同意を得ることが望ましいです。

１の計画について、過半数労働組合等の同意を得る必要があります。
※労働者の過半数を代表する労働組合がない場合は･･･
次に留意して過半数を代表する者を選出する必要があります。
・労働基準法第４１条第２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと
・創業支援等措置の計画に関する同意を行うことを明らかにして実施される投票、挙手等の方
法による手続きにより選出された者であって、事業主の意向に基づき選出されたものでない
こと

３．計画を周知する

創業支援等措置による就業は、労働関係法令による労働者保護（労災保険など）の適用がありません。
創業支援等措置により就業する高年齢者には、
・上記１の計画を記載した書面を交付する
・（ア）労働関係法令が適用されない働き方であること、（イ）そのために１の計画を定める
こと、（ウ）創業支援等措置を選択する理由を丁寧に説明して本人の納得を得るよう努める
ようにお願いします。

【創業支援等措置の実施のために締結が必要な契約】
・上記１・２と合わせて、高年齢者の就業先となる団体と契約を締結する必要があります。
・制度導入後に、個々の高年齢者と業務委託契約や社会貢献活動に従事する契約を締結する必要があります。
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事業主のみなさまへ

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現

の理念の下、すべての事業主には、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります

（障害者雇用率制度）。この法定雇用率が、令和３年３月１日から以下のように変わります。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

令和３年３月１日から
障害者の法定雇用率が引き上げになります

事業主区分
法定雇用率

現行 令和３年３月１日以降

民間企業 2.２％ ⇒ 2.３％

国、地方公共団体等 2.５％ ⇒ 2.６％

都道府県等の教育委員会 2.４％ ⇒ 2.５％

対象となる事業主の範囲が、従業員43.5人以上に広がります。

今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない民間企業の事業主の範囲が、
従業員45.5人以上から43.5人以上に変わります。また、その事業主には、以下の義務があります。

◆ 毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません。
◆ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」を選任するよう努めなければ
なりません。

留意点

▶ 従業員43.5人以上45.5人未満の事業主の皆さまは特にご注意ください。

また併せて、下記の点についてもご注意くださいますよう、お願いいたします。

LL021014障01

Ｑ１． 障害者雇用納付金の取り扱いはどうなるのでしょうか？
Ａ１． ①令和２年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和３年４月１日から同年５月15日までの間）

令和３年２月以前については現行の法定雇用率（2.2％）、

令和３年３月のみ新しい法定雇用率（2.3％）で算定していただくことになります。

②令和３年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和４年４月１日から同年５月15日までの間）

新しい法定雇用率（2.3％）で算定していただくことになります。

Ｑ２． 障害者を雇用する場合に活用できる支援制度はありますか？

Ａ２． 障害者雇用のための各種助成金や職場定着に向けた人的支援など、様々な支援制度をご利用いただけます。サポー

トを実施している機関は様々ありますので、まずは事業所管轄のハローワークにご相談ください。

▶「障害者雇用のご案内」：https://www.mhlw.go.jp/content/000691446.pdf

Ｑ ＆ Ａ

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者雇用事例リファレンスサービスでは、障害者雇用について創意
工夫を行い積極的に取り組んでいる企業の事例を紹介しています。
▶URL：https://www.ref.jeed.or.jp/
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障害者を雇用する事業主の皆さまへ

3. 障害者の解雇の届け出

LL030401障03

障害者の再就職は一般の求職者と比べて困難であるとされているため、ハローワークでは、

解雇される障害者に対して、早期再就職の実現に向けて的確かつ迅速な支援を行っています。

このため、全ての事業主は、障害者を解雇する場合、速やかに障害者を雇用していた事業所

を管轄するハローワークに「解雇届」を届け出る必要があります。

※週所定労働時間20時間未満の常時雇用する障害者を解雇する場合も、届出が必要です。

1. 障害者職業生活相談員の選任

2. 障害者雇用推進者の選任

各制度の詳細は裏面をご覧ください

常時雇用する障害者が５人以上の事業所では、障害者の実人員が５人以上となってから３

か月以内に、職場内で障害者の職業生活全般の相談に乗る「障害者職業生活相談員」を選任す

る必要があります（選任する者には一定の要件があります。）。これは、障害者が職場に適応

し、また、その能力を最大限に発揮できるよう、障害特性に十分配慮した適切な雇用管理を行

うことを目的としています。

また、選任後は、遅滞なくその事業所を管轄するハローワークに「障害者職業生活相談員

選任報告書」を届け出る必要があります。

障害者の雇用義務のある事業主（38.5人※以上の特殊法人、43.5人※以上の民間企業）は、企業内

で障害者雇用の取組体制を整備する「障害者雇用推進者」を選任するよう努める必要がありま

す（人事労務担当の部長クラスを想定しています）。

毎年６月１日現在の障害者の雇用に関する状況（障害者雇用状況報告）をハローワークに

報告する様式内に、障害者雇用推進者の役職・氏名を記入する欄があります。

※ 短時間労働者（週の所定労働時間が20時間以上30時間未満の者を言います）の場合は、

１人を0.5人としてカウント。

障害者を雇用する上で必要な３つの手続きをご存知ですか？
障害者職業生活相談員の選任、障害者雇用推進者の選任、障害者の解雇は届け出等が必要です

以下の３つについて、ハローワークへの届け出等 をお願いいたします。

※ 「事業所」とは、雇用保険制度における適用事業所と同様の考え方により判断します。
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３. 障害者の解雇の届け出について

「労働者の責めに帰すべき理由による解雇」や「天災事変その他やむを得ない理由のために事

業の継続が不可能となったことによる解雇」を除き、障害者を１人でも解雇する場合、解雇届の

提出が必要です。

届出様式は厚生労働省ホームページでダウンロードできるほか、電子申請も可能です。

届出様式のダウンロード・電子申請（e-gov） （リンク先を「解雇届」で検索してください）

：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page10.html

※こちらのQRコードからもアクセスできます→

１. 障害者職業生活相談員について
障害者職業生活相談員（以下「相談員」）は、障害者の職業生活全般についての相談、指導

を行う企業内担当者をいいます。

具体的な職務は以下のとおりです。
（１）障害者の適切な職務の選定、能力の開発向上等障害者が従事する職務の内容に関すること
（２）障害者の障害に応じた施設設備の改善など作業環境の整備に関すること
（４）労働条件や職場の人間関係等障害者の職場生活に関すること
（５）障害者の余暇活動に関すること
（６）その他障害者の職場適応の向上に関すること

相談員に選任する者は、以下のような要件のいずれかを満たす必要があります。
● 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が実施する「障害者職業生活相談員資格認定講習」を
修了している
※研修の日程等はこちらをご参照ください。
https://www.jeed.go.jp/disability/employer/employer04/koshu.html

● 大学等卒業後、１年以上障害者である労働者の職業生活に関する相談及び指導の実務に従事した経験
がある

● ３年以上、障害者である労働者の職業生活に関する相談及び指導の実務に従事した経験がある 等

相談員を選任（変更を含む）した場合は、「障害者職業生活相談員選任報告書」の提出が必

要です。届出様式は厚生労働省ホームページでダウンロードできるほか、電子申請も可能です。

届出様式のダウンロード・電子申請（e-gov） ※リンク先を「障害者職業生活相談員」で検索してください

： https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page10.html

※こちらのQRコードからもアクセスできます→

２. 障害者雇用推進者について

障害者雇用推進者は、障害者の雇用の促進及び継続を図るため、企業内の障害者雇用の取組

体制の整備や、施設又は設備、その他の諸条件の整備を図る責任者をいいます。

毎年６月１日現在の「障害者雇用状況報告」を記入する際、障害者雇用推進者の選任状況も

併せて記入してください。

各制度の詳細は以下のとおりです。

詳しくは都道府県労働局・ハローワークへお問い合わせください。
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申 し 合 わ せ 

 

 令和3年3月新規中学校及び高等学校卒業者の就職問題について協議した結果、早期選考など行き過

ぎた求人活動を戒め、更に正常な学校教育の維持と適正な職業紹介の円滑な推進を図るため、下記事

項を厳守するよう関係者に周知徹底することを申し合わせる。 

 

記 

 

第１ 求人受理及び推薦、選考開始期日等について 

 １ 新規中学校卒業予定者  

（1） 求人は、求人事業所を管轄する公共職業安定所（以下「安定所」という。）において、令和2年6月1

日から受理を開始するものであること。 

  (2) 他安定所への求人連絡は、令和2年7月1日以降開始するものであること。 

  (3) 推薦、選考は、令和3年1月1日以降（推薦については文書到達主義）開始するものであること。 

 ２ 新規高等学校卒業予定者  

    (1) 安定所における求人申込みの受理及び確認(求人票への受理・確認印の押印)のための求人票の

受付は、求人事業所を管轄する安定所において、令和2年6月1日から開始するものであること。 

  (2) 安定所の確認した求人票の求人者への返戻は、令和2年7月１日以降行うものとする。したがって、

高等学校における求人申込みの受理は、安定所の確認を受けた求人票により令和2年7月１日以

降開始するものであること。 

     なお、この手続きによらない求人申込みがあった場合には、高等学校は生徒の推薦を行わず、確

認印の押印のある求人票の提出を求め、その提出後、推薦を行うものとすること。 

  （3） 推薦開始期日については、令和2年9月5日以降（文書到達主義）とし、選考開始期日については

令和2年9月16日以降であること。 

（4）令和2年10月1日以降は、一人二社まで応募・推薦可能とすること。ただし、就職面接会においては、

二社以上応募可能とすること。  

第２ 家庭訪問の取扱について 

     新規中学校及び高等学校卒業者を対象とする求人活動のための求人者（求人者の委託を受けた

者を含む。）の家庭訪問は、これを全面禁止するものであること。 

第３ 学校訪問の取扱について 

     求人活動のための学校訪問については、原則として安定所において確認を受けた求人票により学

校に求人申込みを行った日以降に行うこととするが、学校の事前の了解の下に、安定所に求人申込

みを行った日以降についても行うことができるものとすること。 

第４ 文書募集の取扱について 

  １ 新規中学校卒業者を対象とする文書募集は、時期の如何を問わず行わないものであること。 

  ２ 新規高等学校卒業者を対象とする文書募集開始は、令和2年7月1日以降とすること。 

    なお、文書募集を行う場合は、次の条件によることとすること。 

   (1) 安定所へ求人申込みを行った求人であること。 

   (2) 求人管轄安定所名、求人番号を掲載すること。 
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   (3) 安定所において確認を受けた、求人票記載内容と異なる内容のものでないこと。 

   (4) 応募の受付は、学校又は安定所を通じて行うこと。 

      また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、選考開始

期日については、上記第１の２(３)の取扱いと同様であること。 

第５ 応募書類の取扱について 

    求人者が、採用に際して徴することができる応募書類は、職業安定機関が全国統一で使用している

様式による書類のみとし、求人者は他の書類の提出を求めないものであること。 

第６ 採用選考について 

１ 採用選考にあたっては、出身地、家族の職業、経済的条件、家庭環境等を採否決定の判断資料と

することなく、応募者本人の有する適性と能力を引き出し、これを効果的に発揮させるという観点に立

ち、合理的な選考がなされるよう配慮するものであること。 

２ 男女雇用機会均等法の趣旨に沿って、女子と男子の均等な機会が与えられるとともに、障害者に

対しては、格別の考慮がなされるよう配慮するものであること。 

３ 「青少年の雇用機会の確保及び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事

業者等その他の関係者が適切に対処するための指針」に基づき、労働条件等の明示、職場における

就労実態に係る情報の提供等に配慮すること。 

第７ 選考の通知について 

     選考後は、速やかに採否を決定し、採用内定取消しが生じないよう十分配慮しつつ、選考を 受け

た生徒に対し通知を行うこと。 

第8 就業開始期日について 

１ 新規中学校卒業者の就業開始（名目の如何を問わず、実質的に雇用関係と見られるものや実習期

間中の講習及び研修を含む。）時期は令和3年4月1日以降とすること。 

２  新規高等学校卒業者の就業開始（名目の如何を問わず、実質的に雇用関係と見られるものや実

習期間中の講習及び研修を含む。）時期については卒業後とするものであること。  

 

   令和2年4月28日 

 

 
 

 

（ 一 社 ） 茨城県経営者協会会長                                          
（ 一 社 ） 茨城県銀行協会理事長                                          
茨城県商工会議所連合会会長                                          
茨 城 県 商 工 会 連 合 会 会 長                                          
茨城県中小企業団体中央会会長                                       

茨 城 県 教 育 委 員 会 教 育 長                                          
茨 城 県 高 等 学 校 長 協 会 会 長                                          
茨城県高等学校教育研究会会長                                          
茨城県産業教育振興会理事長                                          
茨 城 県 学 校 長 会 会 長                                          
茨 城 県 教 育 研 究 会 会 長                                          

茨 城 県 総 務 部 長                                          
茨 城 県 産 業 戦 略 部 長                                          
茨 城 労 働 局 職 業 安 定 部 長                                
茨城公共職業安定所長会会 長 
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事業主の皆さま、女性活躍推進法が改正されました！ 
～常時雇用する労働者数により、実施内容と施行日が異なります～ 

 
女性活躍推進法では、常時雇用する労働者数(※)により施行時期が異なります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

常時雇用する労働者数 301 人以上の事業主 常時雇用する労働者数が 101 人以上 300 人以下の事業主  

【改正前】 
以下（１）～（４）の取組が義務 
（１）自社の女性活躍に関する状況把握、課題分析 
（２）１つ以上の数値目標を定めた行動計画の策定、社 

内周知、公表 
（３）行動計画を策定した旨の茨城労働局への届出 
（４）女性の活躍に関する１項目以上の情報公表(★) 

【改正前】 
以下①～④の取組が努力義務 

①自社の女性活躍に関する状況把握、課題分析 
②１つ以上の数値目標を定めた行動計画の策定、社 

内周知、公表 
③行動計画を策定した旨の茨城労働局への届出 
④女性の活躍に関する１項目以上の情報公表(★) 

  

【改正後】 
上記（２）、行動計画の策定内容の拡充  
施行日：令和 2 年 4 月 1 日 

原則として数値目標に関する項目の「女性労働者に対す
る職業生活に関する機会の提供」、「職業生活と家庭生活と
の両立に資する雇用環境の整備」の区分ごとに 1 項目以上
（計 2 項目以上）を選択し、それぞれに関連する数値目標
を定めた行動計画を策定する必要があります。 
 
上記（４）、情報公表内容の拡充  
施行日：令和 2 年６月 1 日 
 「女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供」、「職
業生活と家庭生活との両立に資する雇用管理の整備」の各
区分から、それぞれ 1 項目以上を選択して、２項目以上情
報公表(★)する必要があります。 

【改正後】 
 
 
上記①～④の取組が義務 
になります！ 

施行日：令和 4 年 4 月 1 日 
 

★情報公表について 
『女性の活躍推進企業データベース』では、女性の活躍推進に取り組
むための参考情報として、データ公表のための入力操作マニュアルや行動
計画策定支援ツールなどを掲載しています。 
 また、女性の活躍推進や両立支援に積極的に取り組む企業の事例を多数
掲載しています。自社の取組の参考としていただくとともに、自社の取組
を公表するツールとしてご活用ください。 

URL：https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/ 

 
2020 年（令和 2 年）６月１日から、 

職場におけるハラスメント防止対策が強化されています！ 
～パワーハラスメント防止措置が事業主の義務(※)となっています！～ 

※中小事業主は、2022 年(令和 4 年)４月１日から義務化されます(それまでは努力義務)。早めの対応をお願いします。 

職場における「パワーハラスメント」とは、職場において行われる 
①優越的な関係を背景とした言動であって、 
②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、 
③労働者の就業環境が害されるものであり、 

①～③までの要素を全て満たすものをいいます。 

職場におけるパワーハラスメントの防止のために講ずべき措置 

事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません（義務） 
◆事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 
◆相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 
◆職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応 
◆そのほか併せて講ずべき措置 

事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁止 

事業主は、労働者が職場におけるパワーハラスメントについての相談を 
行ったことや雇用管理上の措置に協力して事実を述べたことを理由とする 
解雇その他不利益な取扱いをすることは、法律上禁止されています。 
 
 

※常時雇用する労働者数とは？ 
①期間の定めなく雇用されている者 
②一定の期間を定めて雇用される者であって、過去 1 年以上の期間について引き続き雇用されている者又は雇入れの時から 1 年以上

引き続き雇用されると見込まれる者 
そのため、正社員だけでなく、パート、契約社員、アルバイトなどの名称にかかわらず、以下の労働者に該当する労働者も含みます。 
ただし、学校教育法第 1 条にいう学校の学生、生徒であって、通信教育を受けている者、大学の夜間の学部及び高等学校の夜間又は

定時制課程のもの以外の者(昼間学生)については、原則として「常時雇用する労働者」に含めません。 

か【問い合わせ先】茨城労働局 雇用環境・均等室 〒310-8511 水戸市宮町 1-8-31 ☎029-277-8295 

 

 客観的にみて、業務上必要かつ相当な範
囲で行われる適正な業務指示や指導に
ついては、該当しません。 

お役立ち情報 
ポータルサイト「あかるい職場応

援団」で職場におけるハラスメント
に関する情報を発信して 
います。 

社内の体制整備に是非 
ご活用ください。 
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改正女性活躍推進法及び
パートタイム・有期雇用労働法等
「予約制個別相談会」実施中！

【個別相談会等申込先・問い合わせ先】
茨城労働局 雇用環境・均等室
〒310-8511水戸市宮町1-8-31 ☎029-277-8295 029-224-6265

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」（令和元年法律第24号。以下
「改正女性活躍推進法等」といいます。）が、「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する
法律」（平成５年法律第76号。以下「パートタイム・有期雇用労働法」といいます。）が令和２年４月１日より
順次施行されています。
これら法改正に関する皆さまの疑問解消を目的として茨城労働局では相談会を実施いたします。

（新型コロナ感染症対策として、密な状態を避けるため、「予約制個別相談会」と致します。）
また、パートタイム・有期雇用労働法、働き方改革関連等の御相談につきましては、本相談会のほか、当局
委託事業である「働き方改革推進支援センター」より専門家を無料で派遣することも可能です。

【パートタイム・有期雇用労働法】
①不合理な待遇差の禁止
②労働者に対する待遇に関する説明義務の強化

【改正女性活躍推進法】
①数値目標に関する項目の選択項目の拡充
及び数値目標を定めた行動計画の策定

②女性の活躍に関する情報公表内容の拡充
③行動計画策定・情報公表義務の対象拡大

【労働施策総合推進法】
パワーハラスメント防止のための雇用管理上の

措置義務の新設

【育児・介護休業法】
子の看護休暇・介護休暇が時間単位で取得可能となります

①、②令和2年4月1日 施行 ※中小企業事業主は令和3年4月1日から（それまでは努力義務）

①令和２年４月１日施行
②令和２年６月１日施行
③令和４年４月１日施行
※③のみ、労働者数101人以上300人企業

令和2年6月1日 施行 ※中小企業事業主は、令和4年４月1日から(それまでは努力義務)

令和３年１月1日施行規則施行 ※企業規模に関わらず全ての企業が対象

解説動画を見たけれど、もう
少し詳しく教えてほしい。

改正女性活躍推進法の行動計画
の作り方を教えてほしい。

育児・介護休業法の規定整備に
ついてアドバイスが欲しい。

我が社はパートが多いけれど、
同一労働同一賃金のためにどの
ように取り組んだらいいの？

～「本相談会」や「働き方改革推進支援センター」の
専門家派遣のご希望は裏面の「申込書」にて
郵送またはFAXでお申し込みください！～

～ご活用ください～

解説動画も
公開中！

～ご活用ください～

解説動画も
公開中！

～ご活用ください～

解説動画も
公開中！

ぜひご活用ください！

解説動画も
公開中！
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令和  年  月  日 

 
「予約制個別相談会」等 申込書 

 

事業所名 
 

所 在 地 
〒 

 

電 話 番 号 
 

ご 担 当 者 職 

氏 名 

 

 

  

希 望 日 時 

第１希望 
令和  年  月  日（   ）  

  時   分～   時   分 

第２希望 
令和  年  月  日（   ）   

       時   分～   時   分 

第３希望 
令和  年  月  日（   ）    

      時   分～   時   分 

その他 □  電話で調整を希望 

相談方法 

【予約制個別相談会】 【センター専門家による支援】 

□ 茨城労働局での相談 
□ センターに来てもらいたい 

□ センターで相談したい 

希望相談内容 

(ﾁｪｯｸしてください 

複数希望可能) 

□女性活躍推進法 

□労働施策総合推進法等 

（ハラスメント対策） 

□パートタイム・有期雇用労働法 

（同一労働同一賃金等） 

□働き方改革関係全般について 

□その他 

（                            ） 

□パートタイム・有期雇用労働法 

（同一労働同一賃金等） 

□働き方改革関係 

□助成金・補助金 
□テレワーク 
□長時間労働の是正 
□36 協定・就業規則の見直し 
□有給休暇の取得義務化の対応 
□その他
（               ） 

□その他  

（               ） 

備 考 

当日、ご相談したい内容等質問がございましたら記載してください。 

 

 

 

 

 

 

※ 日程等の調整につきましては、茨城労働局 雇用環境・均等室から追って連絡させていただきます。 
※ 会場の空き状況により、ご希望に沿えない場合は、希望日時について再調整させていただくことが 
ございますのでご承知おきください。 

 

FAX：０２９－２２４－６２６５ 
茨城労働局雇用環境・均等室 指導係あて 

【申込先】茨城労働局 雇用環境・均等室 指導部門 
TEL：029-277-8295 FAX：029-224-6265 

R03-Seed 
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KTWMA
テキストボックス
〒310-0011

KTWMA
テキストボックス
〒茨城県水戸市三の丸2-3-3　 MYビル303
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KTWMA
テキストボックス
〒310-0011 茨城県水戸市三の丸2-3-3　MYﾋﾞﾙ303
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  今期の事件の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働委員会の窓から 
令和３年２月１日～令和３年３月 31 日 

審査事件  (
労働組合又は労働者からの申立てにより、不当労働行為に

該当するかどうかを判定し、該当する場合救済を図る制度) 

・・・・当該期間中に新規申立てはありませんでした。係属中の事件は４件です。 

 

調整事件（
労働組合と使用者との間の紛争に 

ついて話合いにより解決を図る制度） 
・・・・当該期間中に新規申請が１件ありました。係属中の事件は１件です。 

 

【新規事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
調整事項 

Ｒ３(調) 

第１号事件 
医療、福祉 

Ｒ３.３.26 

労働組合 
・労使協定の有効期間について 

 

個別あっせん事件 (
個々の労働者と使用者との間の紛争に

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請が１件ありました。係属中の事件は１件です。 

 

【新規事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
あっせん事項 

Ｒ３(個) 

第１号事件 
サービス業 

Ｒ３.３.17 

労働者 
・休業補償額の不足分の支払い 

 

労働委員会は、中立・公正な立場で、労使紛争の解決に向けて争議の調整や不当

労働行為の審査などを行っています。労働組合や使用者だけでなく、労働者個人で

利用できるあっせん制度もありますので、是非ご活用ください。 
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  あっせん員候補者紹介 

令和３年４月 15 日付けで、新しいあっせん員候補者が委嘱されました。 

氏 名 委嘱年月日 現 職 

木 島
き じ ま

 千華夫
ち か お

 平 成 24年 12月 ３ 日 
弁 護 士 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

亀 田
か め だ

 哲 也
て つ や

 平 成 30年 12月 ６ 日 
弁 護 士 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

吉 田
よ し だ

   勉
つとむ

 平 成 30年 12月 ６ 日 
常 磐 大 学 政 策 学 部 教 授 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

石 川
い し か わ

 和 宏
か ず ひ ろ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

後 藤
ご と う

 玲 子
れ い こ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 
茨 城 大 学 人 文 社 会 科 学 部 教 授 

茨 城 県 労 働 委 員 会 公 益 委 員 

内 山
う ち や ま

   裕
ゆたか

 平 成 30年 １ 月 18日 
日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 茨 城 県 連 合 会 会 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

赤 澤
あ か ざ わ

 義 明
よ し あ き

 平 成 27年 11月 12日 
日本基幹産業労働組合連合会茨城県本部委員長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

吉 田
よ し だ

   豊
ゆたか

 平 成 28年 12月 １ 日 
茨 城 県 教 職 員 組 合 顧 問 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

髙 木
た か ぎ

 英 見
ひ で み

 平 成 29年 ９ 月 21日 
日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 茨 城 県 連 合 会 事 務 局 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

菅 原
す が わ ら

 康 弘
や す ひ ろ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 
茨 城 交 通 労 働 組 合 執 行 委 員 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 労 働 者 委 員 

安 田
や す だ

 仁 四
ひ と し

 平 成 24年 12月 ３ 日 
一般社団法人茨城県経営者協会人事労務相談室長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

澤 畑
さ わ は た

 愼 志
し ん じ

 平 成 28年 12月 １ 日 
一 般 社 団 法 人 茨 城 県 経 営 者 協 会 副 会 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

曽 根
そ ね

   徹
とおる

 平 成 30年 ５ 月 24日 
株 式 会 社 日 立 製 作 所 日 立 事 業 所 事 業 所 長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

生 井
な ま い

 義 雄
よ し お

 平 成 30年 12月 ６ 日 
株 式 会 社 カ ス ミ 常 勤 監 査 役 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

吉 原
よ し は ら

 祐 二
ゆ う じ

 令 和 ２ 年 12月 ３ 日 
株式会社ケーズホールディングス取締役上席執行役員管理本部長 

茨 城 県 労 働 委 員 会 使 用 者 委 員 

大 川
お お か わ

 遵 一
じゅんいち

 令 和 ３ 年 ４ 月 15日 茨 城 県 労 働 委 員 会 事 務 局 長 

津 田
つ だ

 卓 也
た く や

 令 和 ２ 年 ５ 月 28日 茨 城 県 労 働 委 員 会 事 務 局 次 長 兼 総 務 調 整 課 長 

丸 山
ま る や ま

 達 也
た つ や

 令 和 ３ 年 ４ 月 15日 茨 城 県 労 働 委 員 会 事 務 局 審 査 課 長 
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  労働委員会講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】茨城県労働委員会事務局 
 
〒310－8555 水戸市笠原町 978 番 6 
TEL 029－301－5563（総務調整課）、029－301－5568（審査課） 
E-mail roudoui@pref.ibaraki.lg.jp 
URL http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/roudoui/index.html 

～労使紛争の迅速・的確な解決を目指します～ 

「あっせん員」について  

 

令和３年４月15日にあっせん員候補者を委嘱しました。あっせん員は、労働委員

会で扱う調整事件におけるあっせん（労働組合と使用者との間の紛争について話合

いにより解決を図る制度）及び個別的労使紛争のあっせん事件（個々の労働者と使

用者との間の紛争について話合いにより解決を図る制度）に関与します。 

ここでは、あっせん員が、上記の労働委員会のあっせんにおいてどのような役割

を果たすのかをご紹介します。 

 

労働委員会のあっせんとは、会長の指名するあっせん員が、労使紛争の両当事者

の間に立って労使双方の主張の争点を確かめ、その妥協調整に助力して当事者の自

主的な相互の歩み寄りを図ることにより、当該事件を妥結に導く紛争解決の方法で

す。あっせん員は、今回公示されたあっせん員候補者の中から指名されます。あっ

せん員候補者は、公益を代表する者（弁護士、大学教授など）、労働者を代表する

者（労働組合の役員など）、使用者を代表する者（会社役員など）など学識経験を

有し、労使紛争の解決に援助を与えることのできる者が選ばれます。 

あっせんの際には、紛争の内容等を勘案し、原則として公・労・使のあっせん員

候補者の中から１名ずつあっせん員が指名されます。公益を代表するあっせん員は

公平な第三者の立場に立つ者であり、労働者を代表するあっせん員、使用者を代表

するあっせん員も単なる利益代表ではなく、労使双方の事情を正しく理解し、あっ

せんに反映させていく立場にあります。 

 

以上のように、労働委員会では、異なる立場のあっせん員が複数であっせんに携

わることにより、労使双方の意向をより丁寧に反映させながら、公正で円滑なあっ

せんを行っておりますので、是非ご活用ください。 
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茨城労働 Seed 

5 月号 第 723号 

茨城県産業戦略部労働政策課 

〒310-8555 水戸市笠原町 978 番 6 

令和 3年 5 月発行  TEL 029-301-3653 

http://www.pref.ibaraki.jp/shokorodo/rosei/r

odo/seed/index.html 

令和３年度もよろし

くお願い致します！ 
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